



























































2015年5月21日にOECDが公表した“In it together: Why Less Inequality Benefits All ”
では，過去30年において多くのOECD加盟国で所得格差が最大になっているとの報告が








たのは2 ヵ国のみであり，その他は僅かな上昇が3 ヵ国，大きな上昇が18 ヵ国と多くの
OECD加盟国で上昇している。つまり，1985年と2013年の所得格差の変動をみると，多く
のOECD加盟国で格差が拡大したのである。







1頁（OECD“In it together: Why Less Inequality Benefits All ” 2015,5,21，p.20）
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図4　1985年と2013年の所得格差の変動






























































































（8）  アメリカにおける所得税の創設及び廃止については，次を参照されたい。Brownlee,W.E.“Federal taxation in 
America : A short history ” Woodrow Wilson Center Press and Cambridge University Press,1996,p23及び
Klein,J.J.“Federal income taxation ”John Wiley & Sons,1929,pp23-24
（9）  Ibid（Brownlee,W.E.）., pp36
（10）  OECDのBEPSプロジェクトについては，次を参照されたい。 




























































（13）  金子宏『租税法 第20版』2015年，弘文堂，8頁





























（17）  水野忠恒『租税法 第5版』2011年，有斐閣，573頁
表1　所得税の納税義務者と課税所得の範囲
納 税 義 務 者 課税所得の範囲
居住者
非 永 住 者 以 外 の 居 住 者
所得が生じた場所が日本国の内外を問わず，
そのすべての所得に対して課税する








非 居 住 者
日本国内において生じた所得（国内源泉所得）
に限って課税する
（注） 所得税法4条，第5条，第7条及び国税庁『タックスアンサー No.2010納税義務者となる個人』（https://www.nta.
go.jp/taxanswer/shotoku/2010.htm（2015年7月7日））より筆者作成
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月20日の最高裁判所大法廷判決を引用し，住所とは「反対の解釈をすべき特段の事由はな
い以上，生活の本拠，すなわち，その者の生活に最も関係の深い一般的生活，全生活の中心
を指すものであり，一定の場所がある者の住所であるか否かは，客観的に生活の本拠たる
実体を具備しているか否かにより決すべきものと解するのが相当である。」（18）としている。
税理士の中西良彦氏は，訴訟における住所についていくつも検討した結果，「多くの判決
が『租税法が多数人を相手方として課税を行う関係上，客観的な表象に着目して画一的に
規律せざるを得ないことから，一般的には，住居，職業，生計をいつにする配偶者その他の
親族の居所，資産の所在等の客観的事実に基づき，総合的に判定するのが相当』としてい
る」（19）と指摘している。
また，訴訟における所得税の住所の判断について税理士の山田俊一氏は，「所得税法では
民法の『住所』の定義を借用し，主観主義ではなく客観主義を採用していると考えること
ができる。」（20）としている。
つまり，訴訟においては，住民登録されている場所が住所ではなく，あくまでも生活の
拠点があるか否かで判断することとなるのである。さらに，税理士の山田俊一氏は，国際
化の進展を背景として複数国で活躍する者は非居住者としていずれの国でも所得税が課税
されないこととなることを指摘し，さらにこのような人材が増えることが予想されること
とした上で，「このような国際的な課税の真空地帯が誕生することを国際社会として認め
ざるを得ないのか。認めないという方向を目指すのであれば，国籍ベースなど新しい課税
ルールを定める必要があろう。」（21）と述べている。
以上，判決及び金子宏教授及び北野弘久教授に基づき租税の意義を検討すると，北野弘
久教授による定義は他とは異なる点も有するが，おおむねその意義は国または地方公共団
体がその経費に充てるために課税権に基づき徴収する金銭給付であり，受益と負担の関係
や「税」という名称か否かは特に問題ではないといえよう。
このように租税の意義を捉えて課税権のあり方を検討すると，昨今の国際的な進展は国
家間の人の移動，資産移転を容易にしており，現行の課税権の考え方では個人のレベルで
の租税回避が可能となり，所得再分配機能の十分な発揮に弊害をもたらすことが考え得
る。したがって，国際的に統一された何らかの対応が必要であろう。
6．むすびにかえて
本論文では，まず，我が国及びOECD加盟国における所得格差とその要因を探った。す
ると，我が国のみならずOECD加盟国の多くで所得格差が拡大しており，今後さらに高齢
化が進む我が国では，再分配前の当初所得においてさらなる所得格差の拡大が予想され
る。しかしながら，現在の我が国の再分配は1985年以後上昇はみられるものの，2009年と
（18）  最判2011年（平成23年）2月18日，TAINSコード261-11619
（19）  中西良彦「海外での株式譲渡と住所・居所の認定」『実務に活かす税務判決・裁決事例精選50』ぎょうせい，
2011年，52頁
（20）  山田俊一「海外で活躍する邦人の住所と我が国の課税権」『税理』Vol.48.No.8，2005年6月，210頁
（21）  同上，214頁
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2010年の所得格差減少は19％にとどまっており，OECD加盟国平均よりも低くなってい
る。したがって，今後当初所得の格差拡大が予想される我が国では，現在よりも所得再分
配機能を強く発揮する制度を整えることで，格差是正を行うことが求められるのである。
そこで，所得再分配機能のための税制について確認したところ，直近の改正である2015
年度（平成27年度）税制改正はデフレからの脱却と経済再生に重点を置いた改正が行われ，
今後予想される所得格差拡大に対応しうる税制，すなわち所得税における所得再分配機能
に関して十分に検討されているとは言いがたいものであった。
次に，所得税における所得再分配機能を阻害する要因のひとつとして考えられる租税回
避について確認した。すると，近年，国際化の進展により個人レベルでの国家間の移動や
資産の国際移転が容易になり，かつては行い得ない方法での租税回避行為が可能となって
きている。そこで，我が国でもこれらに対応すべく税制改正が行われたが，それでもなお
現行の所得税における課税権の捉え方では，複数の国で活動する個人はいずれの国でも納
税義務が生じず租税回避が可能となってしまう等，新たな問題が生ずることが懸念される
のである。
以上，当初所得の格差拡大が予想される我が国では，再分配機能のさらなる充実が急務
であり，特に所得税の課税のあり方を検討しなければなるまい。さらに，国際化の進展に
より個人レベルでの国家間の移動や資産の国際移転が容易となった今，所得税の所得再分
配機能の十分な発揮のためには，これらを阻害する国際的租税回避への対応が急務であ
る。したがって，我が国のみでの対応ではなくOECD加盟国をはじめとする世界規模での
国際的な協力を行い，適正な税の執行を実現するため，従来の課税権のあり方に捉われず
世界規模の徴税機関の樹立も含めた新たな課税権のあり方を検討しなければならない時代
が到来しているのではなかろうか。
 （2015.7.20受稿，2015.8.5受理）
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〔抄　録〕
現在，我が国のみならずOECD加盟国の多くで所得格差が拡大しており，今後我が国で
はさらに高齢化が進むことで，再分配前の当初所得においてさらなる所得格差拡大が予想
される。したがって，我が国では現在よりも所得再分配機能を強く発揮する税制を整える
ことで，格差是正を行うことが求められる。
しかしながら，直近の改正である2015年度（平成27年度）税制改正はデフレからの脱却
と経済再生に重点を置いた改正が行われ，今後予想される所得格差拡大に対応しうる税
制，すなわち所得税における所得再分配機能に関して十分に検討されているとは言いがた
い。また，国際化の進展により個人レベルでの国家間の移動及び資産移転が容易になる今，
現行の所得税における課税権の捉え方では，複数の国で活動する個人はいずれの国でも納
税義務が生じず租税回避が可能となってしまうといった新たな問題も指摘されている。
そこで，当初所得の格差拡大が予想される我が国では，再分配機能のさらなる充実が急
務であり，特に所得税の課税のあり方を検討しなければなるまい。さらに，個人レベルで
の国家間の移動や資産の国際移転が容易となった今，所得税の所得再分配機能の十分な発
揮のためには，これを阻害する国際的租税回避への対応が必要である。したがって，我が
国のみの対応ではなくOECD加盟国をはじめとする世界規模での国際的な協力を行い，適
正な税の執行を実現するため，従来の課税権のあり方に捉われない世界をひとつとした新
たな課税権のあり方を検討しなければならない時代が到来しているのではなかろうか。
